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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

91.8%

8 15

700 700

54,451

166,100 175,524

0

予算額

696 691 700

11件 6

4,011千円

0

7年度 7年度

委託理由

6

8年度

107,332

母子父子自立支援相談件数

ひとり親家庭自立支援事業給付件数

5年度 6年度

8

千円 166,440

105,827

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

2

款 3 民生費 項 2

部局名 子どもあんしん部 課室名 ネウボラ課

件 688

専門知識を要する「レセプト（診療報酬明細書）」の審査を適正に行うため。

単位

審査支払業務委託

事務区分

補助金活用

実施形態

あり

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

5

目 1

ひとり親家庭

児童総務費

事業名

11

手当医療担当

6

枝番号

事業の対象 ひとり親家庭等の父、母又は養育者及び児童

事業の目的

活動概要

ひとり親家庭等の生活の安定化、また母子家庭・父子家庭の自立化を図る。

ひとり親家庭等への児童扶養手当の支給及び医療費の一部助成を所得に応じて実施する。また、ひとり親自立支援のための

相談員（母子・父子自立支援員）の設置や教育訓練給付金等の支給を行う。

児童扶養手当法　母子及び寡婦福祉法　和光市ひとり親家庭等の医療費の支給に関する条例

児童扶養手当給付費負担金、母子家庭等対策総合支援事業費補助金、ひとり親家庭等医療費支給事業補助金

委託先

予算事業コード 1110004

6 6 6

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

安心して妊娠・出産・子育てができる

1出産や育児に希望が持てる環境づくり

回 6

児童福祉費

「あすなろ通信」の年間発行回数

目標像

1

2

161,163

110,565

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

14,361

一般財源

児童扶養手当支給通知送付時（年6回）に、ひとり親家庭等に有益な情報を盛り込んだ「あすなろ通信」を発行し受給者に配布し

た。経済的相談については、くらし仕事相談支援センター等と連携し、制度利用と就業支援を併行して行うことで効果を高めて

いる。

会計年度職員

業務内容
ひとり親家庭の相談支援及びひとり親家庭等支援事業全般の事務処理

会計年度職員数（パートタイム） 人

5,268

2 2

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

5,212

148,334 160,278

0 0人

55,026

3,185

53,831

-

166,021

千円 93,308

執行率

55,456



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

現行の支援内容および運用体制が一定の効果を上げており、継続して支援していく必要がある。引き続き安定的かつ継続

的な支援を継続しつつ、ハローワークなどの関係機関との情報共有や連携を強化し、ひとり親家庭の生活の安定と自立支

援を促進していく。また申請手続き等のオンライン化など、申請しやすい方法等も検討していく。

A

児童扶養手当は法定受託事務であるほか、医療費助成、自立支援事業についても自治体が実施する

旨規定されているため。

理由
法定受託事務又は自治体が実施する旨規定されている事業であるほか、相談業務についても、複合

的に困難を抱えるケースが多く民間では対応が難しい。

公共性

理由 児童扶養手当や医療費の削減は、制度目的に直結し、サービス縮小につながるため難しい。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 一部の申請書等についてオンライン化を導入する予定で調整している。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

 

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

ひとり親家庭への児童扶養手当、医療費助成、自立支援事業については、引き続き安定的かつ継続的な支援が求められる

一方で、対象者の相談内容が多様化しており、家庭の事情等に寄り添いながら、きめ細やかな支援が必要である。また、

毎年度、法改正があり適切な事務を行う必要がある。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



１．児童扶養手当

２．ひとり親家庭等医療費助成

３．母子父子自立支援員相談

補
助
資
料

区分

母子家庭

父子家庭

養育者家庭

合計

支給額

区分

父子家庭

合計

支給件数

相談内容

児童

その他

支給件数

養育者家庭

1 1

283 215

登録人数 受給人数

265 201

17 13

母子家庭 262 359

2,811

122,401,240

件

円

284 384

計

621

41

6

668

19 22

3 3

対象者 対象児童

8,849 件

支給額 22,518,935 円

母子家庭 父子家庭 計

生活一般 218 0 218

44 1 45

経済的支援等 385 43 428

0 0 0

合計 647 44 691
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

82.7%

92 －

－ 95

0

8,195 1,094

-

予算額

91 － －

95％ －

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

5

8年度

905

今の生活が楽しいと回答する小学生の割合

今の生活が楽しいと回答する中学生の割合

5年度 6年度

－

5

千円 6,197

7,879

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 3 民生費 項 2

部局名 子どもあんしん部 課室名 子ども家庭支援課

％ －

5 5

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的
な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

5

目 1

こども計画推進

児童総務費

事業名

－

子ども施策担当

3

枝番号

事業の対象 全てのこどもと妊娠期からの子育て家庭

事業の目的

活動概要

こども・若者、子育て支援の一層の推進を図り、ウェルビーイングな生活を送ることができる環境を創出するために「和光

市こども計画」を策定。こどもの権利保障を明確にし、意見を聴取・反映して、フィードバックする新たな仕組みを構築し

ていく。「総合こども家庭センター」を設置し、こどもや子育て家庭を取り巻く環境の変化や新たに生じている課題にも迅

速に対応していく。

「和光市こども計画」の策定

こども基本法、子ども・子育て支援法、次世代育成支援対策推進法、子ども・若者育成支援推進法、母子及び父子並びに寡

婦福祉法、こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律　他

委託先

予算事業コード 1110010

6 3 3

回 － 5

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

安心して妊娠・出産・子育てができる

2出産や育児に希望が持てる環境づくり

回

5

3

児童福祉費

子ども・子育て支援会議開催回数

こどもワークショップ開催回数

目標像

1

0

905

1,320

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

189

一般財源

こども基本法の制定とこども家庭庁の発足により、政府はこども施策の基本的な方針等を定める「こども大綱」を定めた。そこ

で、市ではこれまでの「第２期和光市子ども・子育て支援事業計画」が計画期間を終了することから、こども基本法に定める

「市町村こども計画」として全てのこども・若者、妊娠期からの子育て家庭を対象とした「和光市こども計画」の策定を行っ

た。

R10.4の施行を目指す（仮称）和光市子どもの権利条例の制定にあたり、令和７年度より新規に発足した、子ども・子育て支援会

議こども・若者部会において議論を行った。部会の内容は本会議に報告され、本会議と部会相互の意見反映がなされている。ま

た、こども大綱にある「こどもまんなか」社会の実現のため、こどもを権利の主体として認識し、こどもの意見を反映するた

め、アンケート調査、調査結果のフィードバック、こどもワークショップの開催等により、こども・若者の意見を聴取した。

※成果実績については、こども計画策定の際に実施したこども・若者アンケート調査により実績値を算定し、目標値を設定して

いる。令和11年度に次期計画策定のためのアンケート調査を実施予定であるため、その際に目標値を達成しているかどうかにつ

いて評価を行う。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 -

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

4,806 7,879

0 0人

0

0

0

-

1,320

千円 4,806

執行率

0
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３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

C

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

こどもや子育て家庭を取り巻く環境は、困難を抱えるこどもや子育てに困難を抱える家庭の増加等、厳しいものとなって

いる。令和７年度よりスタートした「和光市こども計画」において、『こどもが幸せを感じ地域みんなで幸せを実感でき

る「こどもまんなか」和光』を基本理念に掲げ、こども一人一人を権利の主体として認識し、こども・若者の意見を聴

き、市の施策等に反映させることとしている。それに基づき、令和７年度から発足した、子ども・子育て支援会議こど

も・若者部会における、こども・若者からの意見聴取と意見反映を継続するとともに、意見募集を実施する。また、こど

もワークショップとこども家庭庁協賛の「こどもまんなかアクション」リレーシンポジウムin和光市開催により、市内全

体へのこどもの権利の周知・啓発を行う。また、こどもの権利を念頭においた「（仮称）和光市こどもの権利条例」の令

和10年4月制定を目指す。

和光市人権施策推進本部において、こどもの権利に係る市の責務について検討する。

A

計画をSPDCAサイクルにより、自己評価及び会議における評価を行うため

理由 アンケート調査等は民間による提供が可能だが財源確保が課題。

公共性

理由 特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁償に関する条例及び謝礼基準に基づく支出の為

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 条例及び条例施行規則の定義と本会議・部会の運用について整理する必要がある

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

市独自計画のため

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

こどもの権利を守る大人の義務として救済機関設置について検討が必要だが、既存体制の整理がなされていない。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

158,447 166,554

0 0人

81,564

367

116,962

-

179,270

千円 76,883

執行率

93,366

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0

166,290

85,904

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

3,847

一般財源

子育て世代包括支援センターにおいて、子育て支援拠点事業を実施し、子育て親子が気軽に集い、交流できる場を提供した。ま

た、母子保健ケアマネジャー及び子育て支援ケアマネジャーが、妊娠期から就学までの健康や子育ての相談支援を行った。

保育施設までの送迎等のサポートを行うファミリー・サポート・センター事業のサポート件数は増加傾向。子育て経験のあるボ

ランティアが家庭に訪問するホームスタート事業とともに、地域の力で子育てを支援した。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

予算事業コード 1110501

5,113 5,374 5,000

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

安心して妊娠・出産・子育てができる

3出産や育児に希望が持てる環境づくり

件 5,022

児童福祉費

ファミリー・サポート・センター事業活動件数

目標像

1 枝番号

事業の対象 妊婦及び18歳までの児童及びその保護者

事業の目的

活動概要

妊娠・出産・子育てにおける切れ目のない支援のためのサービス提供

・子育て世代包括支援センターにおいて、子育て支援拠点事業を実施するとともに、母子保健ケアマネジャー・子育て支援

ケアマネジャーを配置し、相談支援を実施

・互助事業として、訪問型子育て支援事業であるファミリー･サポート･センター事業、傾聴と協働により育児負担を軽減す

るホームスタート事業を実施

児童福祉法、子ども・子育て支援法、母子保健法、和光市ホームスタート事業実施要綱

子ども・子育て支援交付金、母子保健衛生費国庫補助金、子育て援助活動支援事業費補助金、地域子育て支

援拠点事業費補助金、利用者支援事業費補助金

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的
な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

5

目 1

子ども個別支援

児童総務費

事業名

1,000

母子保健担当

5,000

委託業務名

1

款 3 民生費 項 2

部局名 子どもあんしん部 課室名 ネウボラ課

人 －

子育て世代包括支援センターにおいて妊娠期から切れ目ない支援を提供し、相互援助活動として地域の力で子育てを支援す

るため。

単位

子育て世代包括支援センター・地域子育て支援拠点事業管理運営業務委託料、ファミリー・サポート・センター事業・緊急サポート事業業

務委託料、ホームスタート事業業務委託料

事務区分

補助金活用

実施形態

あり

施策番号

7年度 7年度

委託理由

5,000

8年度

49,328

地域子育て支援拠点利用者延べ人数※

産前・産後サポート事業(子育て世代包括支援セン

ター等で実施）参加者延べ人数

5年度 6年度

1,000

千円 164,667

83,159

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

62,772 65,095 63,000

1,000人 820

0千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

97.7%

976 959

63,000 63,000

83,395

168,115 170,137

0

予算額



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

妊産婦・子育て世帯・子どもへの支援ニーズは複雑化・多様化するとともに、核家族化や少子化、近所づきあいの希薄化

等により、「子育ての孤立」が課題となっている。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

引き続き子育て世代包括支援センターにおいて妊娠期から切れ目ない支援を提供する。また、相互援助活動をとおして地

域で子育ての支援を実施する。令和９年度からは母子保健と児童福祉との連携を強化した地域こども家庭センターとして

機能するように移行の準備を行うとともに、業務プロセスについても新たに検討する必要がある。

A

母子保健、児童福祉など市の所管機能と密接に関連し、地域に応じた支援が必要なため。

理由 公的責務に基づく支援ではあるが、すでに可能な部分は民間に委託している。

公共性

理由 既に効率的に実施されており、コスト削減の余地はほとんどない。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 業務プロセスの見直しなど改善を継続的に進めている。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

既に地区社協、地域団体等の地域資源の活用して事業を実施している。

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある



１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

※

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

91.0%

ー 3

10,138

25,804 42,155

1

予算額

－ ー －

9,699千円

1

心理的虐待 89 78 81 63 96

令和３年度

7年度 7年度

委託理由

－

8年度

11,971

地域こども家庭センターの整備数

5年度 6年度

1

千円 21,396

9,498

成
果
実
績

和光市総合こども家庭センター設置要綱を制定し、令和7年度から全ての妊産婦、子育て世帯、こどもに対し、母子保健、児童福
祉の両機能が一体的に相談支援を行う機関として「和光市総合こども家庭センター」を設置。当該センターの児童福祉機能
における事業で、こどもとその家庭及び妊産婦等に対して、相談業務を行うほか、要保護児童対策地域協議会の運営、サポート
プランの作成等の必要な支援を行った。

活
動
実
績

性的虐待 1 0 2 2 6

委託業務名

2

款 3 民生費 項 2

部局名 子どもあんしん部 課室名 子ども家庭支援課

箇所 －

1 －

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

施策番号

実
績

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具
体
的
な
成
果
の
説
明

PLAN

DO

5

目 1

こども家庭センター業務

児童総務費

事業名

児童相談担当

－

枝番号

事業の対象 要保護児童、要支援児童及び支援・配慮を要する児童とその家族

事業の目的

活動概要

こどもが心身ともに健やかに育成されるよう、こどもとその家庭に対して、相談や情報提供、その他必要な支援を行うこと
を目的とする。

こども家庭支援全般に係る相談業務を行うほか、要保護児童等へのアセスメント、支援計画作成などの必要な支援を行う。

児童福祉法

子ども・子育て支援交付金（国）、子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業費補助金（県）、すくすく
子育て支援事業費補助金（県）

委託先

予算事業コード 1110505

1 　　ー －

箇所 － －

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

安心して妊娠・出産・子育てができる

4出産や育児に希望が持てる環境づくり

箇所

1

1

児童福祉費

子ども家庭支援全般に係る相談業務、要保護児童等への
アセスメント、支援計画作成等の必要な支援

総合こども家庭センターの整備数

目標像

1

2

38,364

18,290

千円

補助金名

費
用

事
業
費

決算額

財源
内訳 特定財源（国県補助等） 千円

3,791

一般財源

会計年度職員
業務内容

虐待対応専門員…２名
子ども家庭支援員…１名

会計年度職員数（パートタイム） 人

15,847

あり

2 2

会計年度職員人件費

人
件
費

会計年度職員数（フルタイム）

14,433

19,970 19,636

1 1人

7,247

9,183

26,393

-

42,281

千円 12,723

執行率

23,991

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度※

身体的虐待 38 35 22 25 47

令和６年度まで、情報提供等を受け、市が直接対応した件数を計上していたものに対し、
令和7年度以降については、国の統計報告様式の変更に伴い、情報提供を受けた件数を計上するよう、
計上の方法を変更している。

保護の怠慢・拒否
（ネグレクト）

27 20 12 17 8

合計 155 133 117 107 157



３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

B

評価

今後の方向性
の判断理由・
今後の取組等

総合こども家庭センターとして、児童福祉機能と母子保健機能の更なる連携を図るため、リスク判断基準や、支援フロー
等のマニュアルを作成し、支援体制の平準化を図る。
子育て短期支援事業等の家庭支援事業を充実させ、支援が必要な家庭が事業を利用できるようにする。また、子育て世代
包括支援センターの機能を整理し、令和９年度に（仮称）地域こども家庭センターの整備を行う。

A

相談業務に付随する支援事業の一部については、業務委託でも可能である

理由 虐待対応等は民間では困難である

公共性

理由 人件費等が高騰していることからコスト削減は困難である

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 こども家庭センター運用に係るマニュアルを定めることにより改善を図る

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

要保護児童対策地域協議会等は市の運営となるため他機関と統合はできない事業である

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか
　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

和光市総合こども家庭センターを設置したが、運営に係る細則事項が定まっていない。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への
貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

89.4%

100 100

13,100 13,100

72,531

460,235 503,593

0

予算額

8,184 12,338 13,100

100％ 100

8,404千円

0

7年度 7年度

委託理由

－

8年度

378,389

子ども医療費助成受給者数（令和６年度から高校生

世代含む）

子ども医療費助成登録率（令和６年度から高校生世

代含む）

5年度 6年度

100

－

千円 416,478

352,063

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

3

款 3 民生費 項 2

部局名 子どもあんしん部 課室名 ネウボラ課

人 6,253

専門知識を要する「レセプト（診療報酬明細書）」の審査を適正に行うため。

－ －

単位

審査支払業務委託料

事務区分

補助金活用

実施形態

あり

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

5

目 2

子ども医療費助成

児童措置費

事業名

100

手当医療担当

－

枝番号

事業の対象
小学校就学前の乳幼児の保護者及び小・中学校修了前の児童の保護者。令和６年１０月以降は高校生世代の児童の保護者も

含む。

事業の目的

活動概要

子どもの医療費（保険診療分）を助成することにより、保護者の経済的負担を軽減し、児童の健康の保持増進を図る。

出生、転入により児童の保護者の申請に基づき、子ども医療費の受給資格者証を発行する。審査支払機関又は保護者からの

請求を受け、こどもの医療費の保険診療分の一部負担金の支給処理を行う。また県に対し各種報告や補助金の請求などの事

務処理を行う。

和光市子ども医療費助成に関する条例

こども医療費支給事業補助金

委託先

予算事業コード 1111001

4,420 － －

％ 100 100

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

安心して妊娠・出産・子育てができる

5出産や育児に希望が持てる環境づくり

人

－

4,708

児童福祉費

乳幼児医療費助成受給者数

乳幼児医療費助成登録率

目標像

1

3

450,171

426,657

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

53,422

一般財源

令和６年４月に乳幼児医療費助成制度と子ども医療費助成制度を統一し、かつ子ども医療費助成における市税等の完納要件等を

撤廃した。また、令和６年１０月より高校生年代まで対象年齢を拡大した。こどもの医療費（保険診療分）を助成することによ

り、保護者の経済的負担を軽減し、こどもの健康の保持増進を図った。

会計年度職員

業務内容
窓口全般。子ども医療費支給にかかる入力作業。

会計年度職員数（パートタイム） 人

12,030

3 3

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

10,576

411,278 424,594

0 0人

47,073

6,797

71,782

-

488,777

千円 364,205

執行率

62,120



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

C

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

こどもの健康保持および子育て世帯の負担軽減という施策目標に対して大きく貢献しており、制度としては今後も維持・

継続していく。一方で申請・請求手続きの電子化やPMH（Public Medical Hub）の導入に向けて準備を進めていく。

A

こどもの医療費を県及び市町村で負担するスキームのため、他の主体では実施できない。

理由 こどもの医療費を県及び市町村で負担するスキームのため、他の主体では実施できない。

公共性

理由
こどもの医療費における扶助費の削減は、制度目的に直結し、こどもが等しく医療を受けるために

不可欠である。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 申請についてオンライン化を導入する予定で調整している。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

事業の統合は難しいが、PMH（Public Medical Hub）との連携による効率化は有効である。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

申請のオンライン化の検討を進める必要がある。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



１．子ども医療費助成の状況

1,892

登録者（人）
対象

高校生世代

入院

入院

入院

補
助
資
料

対象者（人）

4,263

6,195 178

104,516

入通院の別

合計

4,263

6,189

1,886

12,350

12,338

通院

通院

通院

入院

通院

未就学児

小学生～中学校終了

48

18,674

857

211,584

支給額（円）

22,390,529

133,415,193

10,143,157

226,067,666

3,071,846

42,195,944

35,605,532

401,678,803

支給件数（件）

631

88,394



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

98.3%

6,622 6,899

1,625,000 1,625,000

998,536

1,319,756 1,628,263

0

予算額

1,239,755 1,596,424 1,298,200

6,900人 5,572

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

800

8年度

195,702

児童手当支給金額

児童手当受給者数

5年度 6年度

6,700

－

千円 1,176,389

262,291

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

1

款 3 民生費 項 2

部局名 子どもあんしん部 課室名 ネウボラ課

千円 1,086,547

－ －

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

あり

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

5

目 2

児童手当支給

児童措置費

事業名

6,900

手当医療担当

800

枝番号

事業の対象 高校生年代（18歳に達する日以後の最初の3月31日）までの児童を養育している人

事業の目的

活動概要

児童を養育している者に児童手当を支給することにより、家庭生活を安定させ、次代の社会を担う児童の健全な育成及び資

質を向上させる。

児童を養育する親等に対し児童手当を支給する。対象児童1人あたりの支給額は、3歳未満は15,000円／月、3歳以上高校生年

代までの第1子・第2子は10,000円／月、第3子以降は30,000円／月。受給者又は認定請求者からの各種届出の受付、受給者へ

の4、6、8，10、12、2月（年6回）の支給、現況届の審査、各種通知書発送、国・県に対し各種報告や負担金の請求などの事

務処理を行う。

児童手当法（昭和46年5月27日法律第73号）、児童手当法施行令（昭和46年9月4日政令第281号）、児童手当法施行規則（昭

和46年9月4日厚生省令第33号）

児童手当交付金、児童手当負担金

委託先

予算事業コード 1112002

1,775 715 800

件 1 1

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

安心して妊娠・出産・子育てができる

6出産や育児に希望が持てる環境づくり

件

－

－

児童福祉費

児童手当認定請求書受付件数

児童手当現況届未提出数

目標像

1

0

1,600,373

151,894

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

27,890

一般財源

児童の養育に係る経済的負担の軽減に大きく寄与しており、子育て世帯の家計安定に効果を発揮している。また、教育的支出や

生活環境の改善につながるなど、子どもの健全育成にも貢献している。

※令和6年度の児童手当認定請求書受付件数は、令和6年度に制度改正があり、対象年齢が高校生年代まで拡大されたこと、所得

要件が撤廃されたことにより、実績値の件数が増えている。

会計年度職員

業務内容
-

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

1,104,378 1,260,827

0 0人

933,443

595

1,404,671

-

1,624,506

千円 170,935

執行率

1,472,612



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

引き続き、児童を養育している者に児童手当を支給し、家庭生活を安定させ、次代の社会を担う児童の健全な育成及び資

質を向上させる。また、市民の利便性と業務改善の観点から、申請書類等のオンライン化を進めていく。

A

法定受託事務であり、実施主体が市区町村であるため（公務員は所属庁から支給のため除く）。

理由 法定受託事務であり、実施主体が市区町村であるため（公務員は所属庁から支給のため除く）。

公共性

理由 児童手当の削減は制度目的に直結し、サービスの縮小につながるため、削減は困難である。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 申請についてオンライン化を導入する予定で調整している。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

法定受託事務であるため、可能性はない。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

国及び県の通知に注視しながら、引き続き適正な事務処理に努めるとともに、事務処理の効率化を図る。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



１．児童手当支給状況

補
助
資
料

非被用者３歳未満（15,000円）

被用者３歳以上高校終了前（10,000円）

被用者３歳未満（15,000円）

第３子加算対象（30,000円）

区　　　分

1,595,470,000130,111合　　計

10,403

支給額（円）

240,930,000

905,380,000

17,970,000

119,100,000

312,090,000

受給延べ児童数（人）

16,062

90,538

1,198

11,910非被用者３歳以上高校修了前（10,000円）



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

105,680 120,286

0 0人

14,572

1,973

17,666

-

142,199

千円 91,108

執行率

25,302

1 1

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

3,204

1

123,321

116,897

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

18,194

一般財源

乳幼児健康診査は、感染症拡大防止対策や就労している保護者の利便性向上のため、集団健診と個別健診を併用して実施してい

る。

また乳幼児健康診査の未受診者に対し、受診勧奨の連絡や、保育所等への訪問等を行い未受診者対策を徹底し、受診率向上を目

指した。

令和６年４月より生後２～４か月児発育発達相談及び５歳児健康診査を開始し、乳幼児の発育発達における適切な支援を行って

いる。

また、令和６年４月より産婦健康診査２回目の費用助成を、令和７年１月より１か月児健康診査の費用助成を開始し、産婦及び

新生児の健康増進及び経済的負担の軽減を図った。

他、補助資料参照

会計年度職員

業務内容

３～４か月児・９～10か月児・１歳６か月児・３歳４か月児健康診査の個別台帳準備・受付・駐車券処理、健診月別

フォロー、２～４か月児発育発達相談、こんにちは赤ちゃん訪問事務関係等

会計年度職員数（パートタイム） 人

3,430

予算事業コード 1138001

8,253 8,526 7,855

％ 99.0 97.4

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

安心して妊娠・出産・子育てができる

7出産や育児に希望が持てる環境づくり

人

97.6

－

保健衛生費

妊産婦健診の受診者のべ人数

乳幼児健康診査の受診率

目標像

1 枝番号

事業の対象 妊産婦、乳幼児及びその家族

事業の目的

活動概要

乳幼児の健やかな成長・発達ができる環境を整える。

妊産婦健診、各種乳幼児健診（３～４か月・９～１０か月・１歳６か月児・３歳４か月児・５歳児健康診査）、たんぽぽ教

室等の健康教育、こんにちは赤ちゃん訪問事業、各種乳幼児相談、歯科保健事業、早期不妊検査等助成事業、未熟児養育医

療給付事業等を実施する。

母子保健法、児童福祉法等

未熟児養育医療費負担金、子ども・子育て支援交付金、母子保健衛生費国庫補助金、乳児家庭全戸訪問事業

等補助金、早期不妊検査費等助成事業補助金

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

5

目 1

母子保健

保健衛生総務費

事業名

100

母子保健担当

7,855

委託業務名

1

款 4 衛生費 項 1

部局名 子どもあんしん部 課室名 ネウボラ課

件 1,750

母子保健事業は妊娠期から出産・育児期にかけて、妊産婦及び乳幼児の健康管理と支援を行う専門的な事業である。これら

の事業を適切に実施するためには、専門職配置、実績と経験、営利目的を持たない組織体制、効率的な事業運営等の理由か

ら、一般社団法人及び公益社団法人等の民間団体への委託が有効である。

100 100

単位

妊産婦・新生児訪問・こんにちは赤ちゃん訪問事業委託料、医療廃棄物処理委託料、審査支払業務委託料、産前・産後ケア業務委託料、妊

婦健康診査等委託料、歯科保健業務委託料、3歳児健診尿検査委託料、3歳児健診フッ化物塗布委託料、乳幼児健康診査個別実施委託、発育

発達相談委託料

事務区分

補助金活用

実施形態

あり

施策番号

7年度 7年度

委託理由

7,855

8年度

105,655

母子保健に関する相談件数

こんにちは赤ちゃん訪問実施率

5年度 6年度

100

100

千円 118,415

101,244

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

1,997 1,816 2,000

100％ 96.4

2,451千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

87.1%

103.8 99.2

2,000 2,000

19,042

139,630 141,515

0

予算額



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

支援ニーズの増加・多様化する一方で、相談支援や連携調整を担う人的体制が限られており、業務負担となっている。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

業務においてＤＸを積極的に取り入れ、業務の効率化を図り、対人援助サービスを徹底し、妊産婦や子育て世帯の不安の

解消、及び、こどもの健康増進を図る。

A

母子保健事業は、母子保健法等に基づき、市民全体の健康増進のため、取り組まなくてはならない

事項のため。

理由 育児相談等の一部は民間でも提供可能であるが、健診などは公的実施が必要である。

公共性

理由
事業費の大部分が、専門職の人件費で構成されており、事業の質を担保するためにもコストの削減

は難しい。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由
各保健事業における電子化を推進していくことで、事務作業などの業務事業の軽減とサービスの質

の向上が期待できる。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

地域の相談機関等と連携していくことにより、サービスの質を維持しつつ業務の効率化が図られ

る。

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある
A

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

B

Ｂ　引き上げる必要がある



B

C

A＋B＋C＝1816

635

635

602

185

3

36

受診者数

708

628

443

5

177

3

30

637

443

6

世帯数区　　分

649

649

健診内容

産婦健診

12

12

12

144

他市へ依頼

市
実
施
分

こんにちは赤ちゃん訪問（産婦・新生児訪問）

在宅助産師にネウボラ課から直接依頼

母子保健ケアマネジャーが訪問

再
掲

産前・産後ケアセンターに委託（他市からの依頼分も含む）

ネウボラ課保健師が訪問

HBｓ抗原検査

HCV抗体検査

風疹ウイルス抗体検査

受診者数

7818

649

補
助
資
料

１　乳幼児健康診査

種別

４か月児

１０か月児

１歳６か月児

３歳児

５歳児

合計

対象者

668

636

586

619

623

合計

２　乳幼児相談（事業実施分のみ）

種別

なかよし相談

６　未熟児養育医療　48件

子宮頸がん

HTLVー１抗体検査

クラミジア検査

12

（再掲）他市町村
からの依頼等

597

607

2,919

20 311

607

３　教室、学級等

種別 延べ実施回数 延べ人数

たんぽぽ教室

すくすく相談

統計調査の数値

窓口相談

電話相談

3554

10

0

635

103

1,162

A合計

（再掲）個別健
診受診者

653

609

569

97.8

95.8

97.1

600

558

557

53

51

12

受診者 受診率
（再掲）集団健

診受診者

30,000

4,481

４　こんにちは赤ちゃん訪問　　申請件数642件、訪問件数637件、実施率　99.2

５　妊産婦健康診査

健診内容

妊婦健診（全１４回）

離乳食教室前期（４健）

よちよちはみがき教室（１０健）

離乳食教室後期（１０健診）

むし歯予防教室（１．６健）

12

12

12

370

328

509

438

幼児食教室（１．６健）

フッ化物塗布及び歯科指導（３健）

幼児食教室（３健）

431

327

422

人数

クローバー教室 5 20

２～４か月児発育発達相談 64 176

不妊治療費助成 68 3,327,000

栄養教室（５健） 12 607

歯科講話(５健) 12 607

７ 早期不妊検査費等助成

助成内容 申請件数 支給金額

早期不妊検査費助成 88 2,373,000

不育症検査費助成 1

ひまわり教室 11 111

延べ組数

30

43

222

44

36

551

心理相談

ことばの相談

子育てサポート相談

延べ実施回数

6

12

80

12

29

203

1か月児 509 509 100 0 509 0

0

0

0

0

0

0

607

98.1

97.4

97.63,641



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

96.6%

73 83

150 150

62,944

77,436 86,415

0

予算額

132 119 150

100件 －

3,486千円

0

7年度 7年度

委託理由

100

8年度

12,592

アンケートで把握したニーズへの対応件数

妊娠8か月面談の実施件数

5年度 6年度

90

100

千円 172,343

11,674

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

1

款 4 衛生費 項 1

部局名 子どもあんしん部 課室名 ネウボラ課

件 －

妊娠期から切れ目のない伴走型支援を実施するため、地域の身近な相談機関である子育て世代包括支援センターに妊娠後期

の面談を委託している。

100 －

単位

妊娠後期面談委託料

事務区分

補助金活用

実施形態

あり

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的
な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

5

目 1

妊婦のための支援給付

保健衛生総務費

事業名

90

母子保健担当

－

枝番号

事業の対象 妊婦及び子育て世帯

事業の目的

活動概要

妊娠期から出産・子育てまで一貫して身近で相談に応じ、様々なニーズに即した必要な支援につなぐ伴走型の相談支援を充

実し、安心して出産・子育てができるようにする。

妊娠届出時に保健師等との面談を実施し、併せて申請により妊婦のための支援給付金として現金5万円を支給する。また、妊

娠8か月時にはアンケート及び「妊婦のための支援給付金（２回目）の案内」を送付し、希望者に対して保健師等による面談

を実施する。経済的支援と併せて、面談やアンケートを通じて、妊娠期からの切れ目のない伴走型支援を実施している。

和光市伴走型相談支援及び出産・子育て応援給付金の一体的実施事業実施要綱

妊娠出産子育て支援交付金、埼玉県出産･子育て応援事業補助金、妊婦のための支援給付金、妊婦のための支

援給付事業費補助金、利用者支援事業（妊婦等包括相談支援事業型）

委託先

予算事業コード 1138005

98 100 100

％ － －

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

安心して妊娠・出産・子育てができる

8出産や育児に希望が持てる環境づくり

％

98

100

保健衛生費

子育て応援ギフト支給率

妊婦のための支援給付金支給率

目標像

1

1

83,470

1,631

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

2,945

一般財源

パンフレットや市ホームページ等を活用し制度周知を図るとともに、面談やアンケートを通じて、妊娠期からの切れ目のない伴

走型支援を実施している。未申請者については、電話や通知等で提出を促し、認定漏れのないように努めた。

会計年度職員

業務内容
妊娠８か月アンケートの送付及びアンケートに対する相談支援及び給付金支払処理　等

会計年度職員数（パートタイム） 人

5,004

1 1

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

4,582

146,118 74,618

0 0人

121,897

2,840

70,878

-

76,751

千円 24,221

執行率

75,120
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３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

ＤＸ等を取り入れ、事務の効率化は図かることを検討する。引き続き経済的支援と併せて面談やアンケートを通じて妊娠

期から切れ目のない伴走型支援を実施する。

A

法に基づく法定給付であり、市が実施主体となるよう定められているため。

理由
妊娠後期の面談については、専門職が配置されている子育て世代包括支援センター等の機関に委託可能とされ

ている。

公共性

理由 現行のサービス水準を維持するために必要な経費で運営されている。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 オンラインでの申請など、業務プロセスの改善を図る必要がある。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

既に子育て世代包括支援センターを中心とした必要な連携体制が確保されている。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

給付については、申請から認定、支給までの事務作業が多くなっている。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

180,588 198,481

13 13人

16,753

58,835

16,442

-

239,054

千円 163,835

執行率

16,099

13 12

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

106,764

13

214,472

222,955

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

14,595

一般財源

・公設公営保育所として入所するこどもの積極的な福祉の増進を図るとともに、保護者の就労支援及び地域の子育て世帯を含め

た子育て支援を行った。また多様化する保育ニーズへの対応を継続する中、令和７年度からは医療的ケア児の保育を開始した。

緊急的な入園も含め適宜対応出来るよう、受け入れ人数については保育サポート課と調整を行っている。

・年間在籍実人数１６５名・保護者の保育参加事業の参加人数：のべ２０１名

・市内親子向けの地域交流事業参加者数：のべ１９世帯４０名・園見学参加者数：５７世帯１１７名

・保護者への園運営についてのアンケート：回答率５９％　５段階評価：4.5

会計年度職員

業務内容

クラス担任、クラス担任の補助、延長保育時間対応、延長保育時間対応の補助

その他の雑務等、保育に関する事務、保育園看護業務の補助

会計年度職員数（パートタイム） 人

120,375

予算事業コード 1116003

7 7 10

人 6,366 5,316

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

安心して妊娠・出産・子育てができる

3子育てと仕事の両立支援

回

3,017

10

児童福祉費

地域交流実施日

時間外保育利用数

目標像

2 枝番号

事業の対象 保育園の園児、その保護者　地域子育て世帯

事業の目的

活動概要

保護者の就労が維持され、園児の心身が健全に発達していけるようにする。

乳幼児の保育及び保護者の就労支援並びに地域を含む子育て支援を行う。

児童福祉法　子ども・子育て支援法

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

5

目 3

みなみ保育園管理運営

保育園費

事業名

みなみ保育園

9

委託業務名

13

款 3 民生費 項 2

部局名 子どもあんしん部 課室名 保育施設課

人 167

3,500 3,500

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

7年度 7年度

委託理由

9

8年度

198,030

入園児数

5年度 6年度

4,000

千円 193,559

182,380

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

170 165 180

69,940千円

13

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

93.6%

155 155

16,101

217,249 229,067

13

予算額
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３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

医療的ケア児については他機関と連携し、安全に留意しながら在園児との交流を図る等の保育が提供できた。今後は多様

なケースに対応できるよう、実践の共有や研修参加など保育の質の向上に向けた保育士のスキルアップへの取り組みが課

題である。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

市内民設保育施設との入所児童数の利用調整を図るとともに、公設公営保育所として入所するこどもの福祉増進及び保育

所を利用する保護者への支援並びに地域開かれた子育て支援を担っていく。

今後も和光市こども計画に即した保育運営を進めながら、多様な子育て世帯の「子育てと仕事の両立支援」を確立してい

く必要がある。

A

医療的ケア児の保育及び障害児の積極的な受け入れによる「子育てと仕事の両立支援」の拡充

理由 施設の整備（改修含めて）によって民間でも可能。

公共性

理由 多様化する保育ニーズに対応するための人員確保及び施設整備が必要なため。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 保育時間ごとの園児数の増減を算出し、適切な人員配置による安定した保育の提供をしている。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

公設公営保育所として保育ニーズの多様化に伴う子育てと仕事の両立支援を図るため

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

97.7%

0

1,155 9,548

0

予算額

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

8年度

9,325

5年度 6年度

1

千円 6,062

1,154

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 3 民生費 項 2

部局名 子どもあんしん部 課室名 保育施設課

１歳児保育室の雨漏が起因と思われる箇所の床板張替等、改修工事を実施した。

雨漏改修工事に伴う管理業務を委託した。

定期点検において、高圧ケーブルの漏電が指摘されたため、更新工事を実施した。

1 ‐

単位

みなみ保育園１歳児保育室雨漏改修工事　みなみ保育園雨漏改修工事管理業務委託　受変電設備高圧ケーブル更新工事

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

5

目 3

みなみ保育園施設整備

保育園費

事業名

みなみ保育園

‐

枝番号

事業の対象 保育園の園児、その保護者

事業の目的

活動概要

園児の安全安心が確保され、衛生的な保育環境を提供する。

実際の施設整備の実態に即して、園運営にあたり必要な設備改修等を行う。

児童福祉法　子ども・子育て支援法

委託先

予算事業コード 1116004

1 2 1

件 － 1

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

安心して妊娠・出産・子育てができる

4子育てと仕事の両立支援

件

1

4

児童福祉費

施設内修繕工事・改修工事

工事管理業務委託・工事設計業務

目標像

2

0

9,325

1,958

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

223

一般財源

令和７年度みなみ保育園施設整備の概要

１．みなみ保育園１歳児保育室雨漏改修工事監理業務委託

　　雨漏が起因と思われる保育室の浸水箇所改修工事の監理業務を委託した。（監理業務委託料957,000円）

２．みなみ保育園１歳児保育室雨漏改修工事

　　保育室の床板張替等、改修工事を実施した。（工事請負費7,579,000円）

３．受変電設備高圧ケーブル更新工事

　　定期点検において、高圧ケーブルの漏電が指摘されたため、更新工事を実施した。

　　（６月補正　単独事業費　788,700円）

　

　

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

5,810 1,154

0 0人

0

0

0

-

1,958

千円 5,810

執行率

0



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

施設の老朽化等に伴う修繕・改修については、案件の優先度や緊急度を加味しながら予算計上していく。

また、職員による施設内の点検を定期的に実施し、危険個所の早期発見にも努めていく。

A

適切に市が管理する必要がある。

理由 施設の整備（改修含めて）によって民間でも可能。

公共性

理由 安定した保育提供のため、計画的または緊急性に応じた設備の修繕及び改修等が必要なため。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 案件に優先度をつけ計画的な修繕等に取り組んでいる。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

既に民間委託した他事業も展開する複合施設となっている。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

みなみ保育園の建設から２５年経過し、躯体や設備の老朽化が進んでいる。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

3,694,895 3,946,371

0 0人

2,607,654

0

2,837,498

-

4,532,475

千円 1,087,241

執行率

3,090,696

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0

4,084,740

1,441,779

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

262,882

一般財源

民設民営保育所、小規模保育事業所等入所児童数（３月１日時点）は前年度と比較して減少している。特に年度当初は０歳児、

１歳児の空きが、昨年に引き続き目立っていた。入所者数減少の要因としては、育児休業給付金制度の支給要件の見直しによ

り、入所申請を控えたことによるものと推測される。

保育施設への運営支援として、保育士の人材確保や保育環境の改善を目的とした市独自の補助金を市内保育施設に対して交付

し、保育体制や保育環境の充実を図っている。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

予算事業コード 1116011

1,103 1,089 1,127

人 452 446

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

安心して妊娠・出産・子育てができる

3子育てと仕事の両立支援

人

410

1,203

児童福祉費

民設民営保育所入所児童数

小規模保育事業所等入所児童数

目標像

2 枝番号

事業の対象 ①保護者が就労等の理由により、家庭において保育することが出来ない就学前の乳幼児。②民設民営保育所等。

事業の目的

活動概要

保育所等入園を希望する児童が待機なく保育所等にて保育がなされていて、また、民設民営保育所等が円滑に運営でき、か

つ質の高い保育がなされているようにする。

①民間保育所等に保育の実施を委託する。

②民間保育所等が円滑に運営できるよう補助金を支出する。

子ども・子育て支援法

補助資料のとおり

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

5

目 3

教育・保育給付費等支給

保育園費

事業名

施設給付担当

1,127

委託業務名

0

款 3 民生費 項 2

部局名 子どもあんしん部 課室名 保育サポート課

％ 96.7

民間保育園が持つ専門性を活用することができ、全てを公設で実施するより、財政面の負担を抑えることができるため。

480 480

単位

民間保育園運営業務委託、管外保育園運営委託、地域子ども・子育て支援事業業務委託

事務区分

補助金活用

実施形態

あり

施策番号

7年度 7年度

委託理由

1,127

8年度

1,247,242

園生活で子どもが大切にされていると感じる保護者

の割合

5年度 6年度

480

千円 3,881,105

1,156,989

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

97.9 98.4 99.0

0千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

94.0%

99.0 100

2,789,382

4,183,213 4,347,622

0

予算額



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

保育所の認定こども園への移行等、保育施設の多様化に伴い、事務処理が複雑化している。これにより、業務の標準化や

効率化に課題がある。（効率性）本事業は多額の財政支出を伴う義務的な自治事務であるが、定型業務における費用対効

果のさらなる向上の余地がある。（経済性）

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

保育の安定的な提供と質の確保は、市民の子育てと就労支援にとって不可欠であり、市が補助金を交付し民間施設を支援

する役割は、法令に基づき非常に重要である。（必要性・公共性・施策への貢献度）

現行の給付費支給は、子育て支援の根幹をなすものであり継続が求められる。そのため、業務効率化を最優先課題と位置

づける。今後は、ICT化を検討し、定型業務の効率化を進めることで、費用対効果の向上と人的資源の最適配置を目指す。

A

法律で定められた義務的な事務のため

理由 法律で定められた義務的な事務のため、民間委託は想定されていない。

公共性

理由 委託料単価は公定価格であり、質を担保するためには補助金も必要不可欠であるため

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 補助金は、社会情勢の変化に応じて、効果的な支援をするために補助内容を見直す必要がある

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

自治体の義務的な業務であるため、連携して行うことは困難である。

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある



補助資料　05_02_1116011_教育・保育給付費等支給

１　子ども・子育て支援交付金

２　保育対策総合支援事業費補助金

３　保育体制強化事業費補助金

４　低年齢児保育促進・障害児保育事業補助金

５　多子世帯保育料軽減事業費補助金

６　一時預かり事業費補助金

７　延長保育事業費補助金

８　病児保育事業費補助金

９　保育士宿舎借上補助事業費補助金

１０　子どものための教育・保育給付交付金

１１　子どものための教育・保育給付費県費交付金

補
助
資
料
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

156,881 132,332

0 0人

112,098

0

65,764

-

113,699

千円 44,783

執行率

82,900

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0

90,180

30,799

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

29,314

一般財源

施設等利用給付については、未移行幼稚園の新制度への移行や認定こども園への移行により認定者が減り給付額も年々減少して

いる。それに伴い、未移行幼稚園保護者補助金（入園料）の対象者も減少している。

また、家庭保育室については現在市内で開設している家庭保育室はなく、昨年度に続き市外の家庭保育室の利用実績もなかっ

た。これまでの保育施設の整備により、待機児童は減少し、保護者が子どもを預けられる環境は整っているため、事業内容の再

検討が必要である。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

予算事業コード 1116013

364 235 290

人 119 73

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

安心して妊娠・出産・子育てができる

4子育てと仕事の両立支援

人

51

340

児童福祉費

施設等利用給付認定（１号）

未移行幼稚園保護者補助金（入園料）

目標像

2 枝番号

事業の対象 ①新制度未移行幼稚園、認可外保育施設等の児童、その保護者　②家庭保育室の児童、その保護者

事業の目的

活動概要

①新制度未移行幼稚園等の利用者に対して施設等利用給付認定を行い、幼児教育保育無償化の対象とする。

②認可外保育施設を家庭保育室として指定することにより、適切な環境及び運営事業者の安定した運営の下で保育を受けら

れるようにする。

①施設等利用給付認定を受けたものに対し、保育料等の給付を行う。

②和光市指定家庭保育室に乳幼児の保育を委託し、また、保護者に保育料を助成し経済的な負担軽減を図る。

児童福祉法第２４条第１項ただし書

補助資料のとおり

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

5

目 3

施設等利用給付費等支給

保育園費

事業名

施設給付担当

290

委託業務名

0

款 3 民生費 項 2

部局名 子どもあんしん部 課室名 保育サポート課

幼稚園等が持つ専門性を活用することができ、全てを公設で実施するより、財政面の負担を抑えることができるため。

60 60

単位

管外家庭保育室委託

事務区分

補助金活用

実施形態

あり

施策番号

7年度 7年度

委託理由

290

8年度

24,416

5年度 6年度

60

千円 175,582

34,777

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

0千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

75.5%

97,555

163,915 119,494

0

予算額



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

本事業は、未移行幼稚園の減少等により、対象者数が減少傾向にある。これに伴い、事業規模が縮小しているため、投入

コストは減少している（経済性）。当該支給事業の対象施設である認可外保育施設等の利用を希望する保護者への適切な

情報提供を適切に行っていく必要がある。（効率性・施策への貢献度）

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

多様な保育ニーズに対応するため、法令に基づく認可外保育施設等を利用する者への無償化支援は、継続することが重要

である。（必要性・公共性）

認定こども園等の動向による対象者の減少傾向を踏まえ、事業の費用対効果を高めるため、事務処理プロセスや利用され

ていない事業の見直しを検討していくとともに、必要とする市民に確実にサービスが届くよう改善を進める。

A

法律で定められた義務的な事務のため

理由 委託料単価は公定価格であり、質を担保するためには補助金も必要不可欠であるため

公共性

理由 給付の単価は国によりで定められているため

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 今後、各種補助金申請や償還払い申請に関する事務について、オンライン化を検討する。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

自治体の義務的な業務であるため、連携して行うことは困難である。

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある
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子育てのための施設等利用給付交付金

子ども・子育て支援交付金

子育てのための施設等利用給付県費負担金

実費徴収に係る補足給付事業費補助金
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   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

454,595 474,571

0 0人

74,457

0

75,041

-

517,317

千円 380,138

執行率

59,633

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0

465,336

457,684

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

45,068

一般財源

公設保育所２園の運営を社会福祉法人朝霞地区福祉会に委託し、事業者の特色を生かした専門性の高い保育を提供している。

また、一時保育事業においては、保育所等の利用の対象とならない世帯に対し、非定型利用や保護者のリフレッシュのための利

用枠を設けることにより、保護者の子育てに対する、肉体的・精神的な負担の軽減を図ることができた。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

予算事業コード 1117025

191 191 200

人 6,605 6,269

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

安心して妊娠・出産・子育てができる

6子育てと仕事の両立支援

人

6,977

191

児童福祉費

公設民営保育所入所児童数

公設一時保育利用者数（休日保育含む）

目標像

2 枝番号

事業の対象 保護者の就労等の理由により保育の必要性のある未就学児、その保護者

事業の目的

活動概要

保育所の入所を希望する児童が待機なく保育所等にて質の高い保育サービスを受けられるようにする。また、公設民営保育

事業が円滑に運営できるようにする。

２保育所(ほんちょう、にいくら)の運営及び、一時保育・休日保育等を民間委託し、保育を必要とする乳幼児の保育を実施

する。

児童福祉法第２４条

子ども・子育て支援交付金、一時預かり事業費補助金

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的
な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

5

目 3

公設保育園事業運営

保育園費

事業名

入所相談担当・施設給付担当

200

委託業務名

0

款 3 民生費 項 2

部局名 子どもあんしん部 課室名 保育サポート課

％ 98.6

専門性を活用することができ、全てを公設で実施するより、財政面の負担を抑えることができるため。

6,947 6,947

単位

みなみ一時保育・休日保育委託、しらこ一時保育委託、保育園除草委託、水質検査委託、保育園遊具点検委託、保育園機械警備委託、公設

民営保育園運営委託

事務区分

補助金活用

実施形態

あり

施策番号

7年度 7年度

委託理由

200

8年度

390,295

園生活で子どもが大切にされていると感じる保護者

の割合

5年度 6年度

6,947

千円 485,093

402,490

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

100 98.9 100

0千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

91.2%

100 100

72,081

498,101 510,404

0

予算額



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

委託保育園では、物価高騰や慢性的な保育士不足といった課題を受けて、質の高い保育を維持するため、費用が増加傾向

にある。（経済性）　また、一時保育等の多様なニーズへの対応が求められる一方で、安定的な財源の確保が課題とな

る。（必要性・施策への貢献度）

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

公設保育園は、児童福祉法に基づく保育実施施設であり、地域における基幹的な保育サービスとして、その安定した提供

は市の重要な責務である。市民の期待も高く、その公共性は極めて高いと言える。（必要性・公共性）

現行の質の高い保育サービスを維持するため、委託事業者と定期的に協議を行い、物価高騰分や人材確保にかかる費用に

ついて実態を精査し、委託費の適正化を図る。また、保育士の離職防止や定着促進策について、委託事業者との連携のも

とで検討を進める。サービスの量と質のバランスを確保しつつ、施設管理の効率化も視野に入れ、費用対効果の高い運営

を目指す。

A

法律で定められた義務的な事務のため

理由 法律で定められた義務的な事務として、既に民間への委託を行っている。

公共性

理由 人事院勧告に伴い公定価格も上がっており、処遇改善も必要な中、人件費等の削減は困難である。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 一時保育等の集計等事務作業について、効率化が必要である。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

自治体の義務的な業務であるため、連携して行うことは困難である。

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

B

評価

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある
A

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

B

Ｂ　引き上げる必要がある



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

2,669 2,762

0 0人

798

0

4,178

-

22,079

千円 1,871

執行率

13,879

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0

6,689

8,200

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

810

一般財源

○巡回相談事業

実施回数計４８回（訪問施設数：２６施設、１施設あたり１～２回実施）。

専門家が保育の様子を観察し、配慮が必要な児童への支援方法を助言している。保育士の自律的な思考を促すカンファレンスを通じて、施設内

での児童に対するアセスメント力の向上を目指す。また、保育支援アドバイザーが同行することにより、本事業は現場の状況把握にもつながっ

ており、個別の児童に適した環境整備と保育の質の維持・向上に大きく貢献している。

○保育士研修会

「子どもの権利」や「人権教育」等の保育内容のほか、メンタルヘルス、安全管理、食中毒対策等の専門研修を実施した。アンケートでは90％

以上が内容を理解できたと回答しており、高い研修効果が得られている。今後も多様なテーマで研修を充実させ、保育施設職員の専門性向上と

安心・安全な保育環境の構築を推進する。

〇子育て家庭に対する取り組み

保育施設の利用を検討している保護者に対し、市内の保育施設のことを知ってもらう施設紹介をはじめ、子どもの自己肯定感を育む子育て講演

会を開催した。また、地域イベントへの参加を通じて保護者との交流や相談に応じるなど、保育センターの専門性を活かした支援を行ってい

る。今後も保育施設や他機関と連携し、身近な相談窓口として子育てを支える体制の更なる強化を図る。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

予算事業コード 1117100

50 48 30

回 17 19

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

安心して妊娠・出産・子育てができる

7子育てと仕事の両立支援

回

16

50

児童福祉費

巡回相談事業

保育士研修会

目標像

2 枝番号

事業の対象 市内保育施設及び保育従事者

事業の目的

活動概要

保育センターの設置に伴い、市内保育施設の保育の質の確保及び向上をしていく。

市内保育施設間の知識・技術の共有・連携の橋渡しをするとともに、市内保育施設の巡回支援や、保育の質の向上のための

研修や教材の研究等を行う。

なし

子ども・子育て支援体制整備総合推進事業費補助金、医療的ケア児保育支援事業補助金、保育対策総合支援

事業費補助金

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

5

目 3

保育センター業務運営

保育園費

事業名

保育センター

30

委託業務名

0

款 3 民生費 項 2

部局名 子どもあんしん部 課室名 保育サポート課

％ 92

当該業務には専門的な技術または知見を要するため、高い専門性を有する事業者に委託

15 18

単位

巡回相談業務委託料、保育園給食栄養管理ソフト保守業務委託料、医療的ケア児看護業務委託料

事務区分

補助金活用

実施形態

あり

施策番号

7年度 7年度

委託理由

50

8年度

2,511

研修等の参加者のうちアンケートで「理解できた」

「概ね理解できた」と回答した人の割合

5年度 6年度

18

千円 3,196

1,934

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

96 93 95

0千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

89.2%

95 100

828

3,172 7,499

0

予算額
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３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

発達支援を必要とする児童の増加に伴い、施設からの巡回相談や専門的な助言に対する需要が高まっており、現行の体制では全てをカ

バーしきれない可能性がある。（必要性・施策への貢献度）巡回相談や保育士研修といった専門性の高い業務を安定的に継続するために

は、外部専門家との連携体制をさらに強化し、担当職員の専門知識の継続的な向上と育成が不可欠である。（効率性）

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

保育センターは、市内全体の保育の質向上と、全ての子どもの健やかな成長を支える上で、極めて重要な役割を担ってお

り、施策への貢献度も非常に高い事業である。（必要性・公共性・施策への貢献度）巡回相談事業は、各施設の保育の質

向上に実践的に貢献しており、今後もニーズに応じた実施回数の増加を検討する。さらに、事例検討会を深化させ、保育

施設職員が自ら子どものアセスメントを行い、支援方法を検討できることで自立的な子育て世帯に対する支援体制の構築

を目指す。

保育士研修についても、高い理解度が得られており、ニーズに応じた内容の多様化・専門性強化を図ることで、保育士の

スキルアップと定着を促進し、地域全体の保育の質を向上させる。

また。保育サポート課の入所相談担当と連携をし、児童の入所選考の際にもその専門性を活かし、必要に応じて助言や面

談等を行う。

A

市内全域の保育の質を一定に維持するには、調整機能を有する市が運営主体となるのが適切である。

理由 民間では施設間の連携や知見共有が進まず、市内全体の保育の質の向上を推進することが困難なため。

公共性

理由
多様化する保育ニーズに対応する質の確保は不可欠であり、現行の事業内容は必要最小限のコストで実施して

いるため。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由
電子申請等のデジタル化を積極的に推進し、事務処理の迅速化やペーパーレス化による業務負担と経費の削減

を図る

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

本事業は保育専門の支援であり、他事業とは目的や対象が異なるため、統合による効率化は困難である。

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある
A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある


